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第１：証券取引等監視委員会の組織

事務局（事務局長、次長2人、国際･情報総括官）

特別調査課

内閣総理大臣

日常的な市場監視

情報の収集･分析等

犯則事件の調査

任命
金 融 庁

関東財務局

近畿財務局

北海道財務局

東北財務局

東海財務局

北陸財務局

中国財務局

四国財務局

九州財務局

福岡財務支局

沖縄総合事務局

証券取引等監視委員会

（佐渡委員長、福田委員、吉田委員）

金融商品取引業者等に対する検査

無登録業者等に対する調査

事務局の総合調整

証券検査課

証券検査監理官

市場分析審査課

総務課

取引調査課

開示検査課

不公正事案の調査（取引調査）

開示事案の検査

※ 平成23年８月に、取引調査課に国際取引等調査室が置かれ、外国にある者が行う取引等に係る取引調査を行っています。
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第２：証券取引等監視委員会の活動概要
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第３：証券取引等監視委員会 第７期活動方針（抄）
（平成23年1月公表）

公正な市場の確立に向けて ～「市場の番人」としての今後の取組み～

１．証券監視委の使命・・・ 市場の公正性・透明性の確保と投資者の保護を目指して

市場を監視

２．基本的な考え方・・・「市場の公正を汚す者には怖れられ、一般投資家には

心強い存在」

⑴ 機動性・戦略性の高い市場監視の実現

⑵ 市場規律の強化に向けた働きかけ

⑶ 市場のグローバル化への対応

３．重 点 施 策 ⑴ 包括的かつ機動的な市場監視

⑵ 不公正取引や虚偽記載等への厳正な対応

⑶ ディスクロージャー違反に対する迅速・効率的な検査・調

査の実施

⑷ 課徴金制度の一層の活用

⑸ 検査対象先の特性に応じた効率的かつ実効性ある証券

検査の実施

⑹ 自主規制機関などとの連携
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第４：平成24年度証券検査基本方針等
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（参考１） 証券検査に関する基本指針（抄）（１）

Ⅰ.１.
⑴ 証券検査の目的
① 証券検査は、金融商品取引業者等に対して、市場の公正性・透明性の確保及び投資者の保
護を図るための内部管理態勢の構築を促すことを目的とするものである。
② 証券検査は、金融商品取引業者等の財務の健全性を含めたリスク管理態勢の適切性の確保
を目的とするものである。
③ 証券検査は、金融商品取引業者等に対して、ゲートキーパーとしての役割の自覚を促すことを
目的とするものである。

⑵ 証券検査の方法
① 証券検査においては、双方向の対話を軸とする。
② 証券検査においては、内部管理態勢等の構築に責任を有する経営陣の認識の把握に努める
ものとする。

Ⅱ.８.

⑹ 双方向の対話を重視した検査の実施
主任検査官は、効率的かつ効果的な臨店検査を実施する観点から、下記 のとおり経営陣と意
見交換を行うなど、臨店検査の目的や状況等を総合的に勘案しつつ、検査対象先との双方向の
対話を重視した臨店検査の実施に努めるものとする。
① 臨店検査初日に意見交換を行い、経営陣の内部管理やリスク管理に対する認識等の把握に
努める。
② 臨店検査終了時に意見交換を行い、臨店検査期間中に議論してきた事実関係に係る認識を
最終的に確認するものとする。
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（参考１） 証券検査に関する基本指針（抄）（２）

⑻ 証券検査基本方針、検査マニュアル等の取扱い
検査官は、検査の実施に当たっては、「証券検査基本方針」を十分踏まえ、 「金融商品取引業

者等検査マニュアル」等の検査マニュアル(以下「検査マニュアル」という。)を活用して、検査対象
先の実態把握に努めるものとする。
ただし、「検査マニュアル」の確認項目は、検査対象先の実態を把握する上で有効と思われる

確認事項を例示したものであることから、検査対象先の特性、業務の状況、取扱商品等を十分考
慮する必要があり、各項目を機械的・画一的に検証することのないよう留意するものとする。
なお、「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針」についても、検査の実施に当たっての

参考とするものとする。

⒀ 業務運営等の基本的な問題の把握
検査官は、臨店検査において認められた業務運営上の問題について、事実関係や経緯等を詳

細に分析することにより、法令等に抵触するか否かの検証にとどまらず、内部管理やリスク管理な
どの管理上の問題との関連性を検討し、業務運営上の問題の発生原因を追究するものとする。更
に、経営方針等との関連性を検証することにより、経営管理上の基本的問題点の把握に努めるも
のとし、必要に応じ、整理票を作成するものとする。
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（参考２） 金融商品取引業者等検査マニュアル（抄）（１）

［金融商品取引業者等のあるべき姿］
⑴ 経営管理態勢
金融商品取引業者等は、金融商品市場の担い手としての重大な社会的責任を認識し、投資
者保護と公正な市場形成の観点から適切な経営を行わなければならない。
具体的には、経営陣が課された個々の役割を十分に果たすとともに、適切な経営方針の確立、
監督態勢（指示・報告系統等）や内部管理・リスク管理態勢の整備等を行った上で、これらがそ
の機能を適切に発揮し、業務が的確に遂行されるための経営管理を行うべきである。

⑵ 法令等遵守態勢
金融商品取引業者等は、金融商品市場の公正性及び投資者からの信頼を確保するとの観点
から、法令等を厳格に遵守し健全かつ適切な業務運営に努めるための法令等遵守態勢を整備
すべきである。

⑶ 内部管理態勢
金融商品取引業者等は、投資者に対して誠実かつ公正にその業務を営むことが自ら果たす

べき役割であることを認識し、顧客管理、営業員管理、売買管理・審査など、その全ての業務が
適切に行われているかを確認するための内部管理態勢を整備すべきである。
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（参考２） 金融商品取引業者等検査マニュアル（抄）（２）

［金融商品取引業者等のあるべき姿］

⑷ リスク管理態勢
金融商品取引業者等は、その営む業務に内在する種々のリスクを正確に把握し、これが実現

することにより生じ得る損失を適切に管理することが、投資者保護ひいては金融システムの安定
に欠かせないことを認識し、自己資本規制比率の適正水準での維持（第一種金融商品取引業者
に限る。）や必要なリスク管理態勢を整備すべきである。

⑸ 監査態勢
金融商品取引業者等は、法令等の遵守状況や各種施策の機能を適宜、若しくは定期的に評

価・改善することが投資者の信頼保持に資するものであることを認識し、客観的かつ厳正な評価
を行うための内部監査又は外部監査を行う態勢を整備すべきである。

⑹ 危機管理態勢
金融商品取引業者等は、通常想定し得ない危機が発生した場合にも、その機能を極力維持す

ることが、市場ひいては社会における無用の混乱の抑止に繋がることを認識し、可能な限りこれ
を回避、予防するための危機管理態勢を整備すべきである。
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第５：証券取引等監視委員会の勧告・告発等の推移（１）

年度 ２１ ２２ ２３ ２４

勧告件数 ２１ １９ １６ １８

検査結果に基づく勧告 ２１ １９ １６ １６

うち委員会検査実施分 ８ ４ ７ ７

うち財務局等検査実施分 １３ １５ ９ ９

取引調査・犯則事件調査に基づく勧告 ０ ０ ０ ２

●証券会社等に対する行政処分等に関する勧告

年度 ２１ ２２ ２３ ２４

申立件数 ０ ２ ３ ０

●無登録業者・無届募集等に対する裁判所への禁止命令等の申立て

（注）検査結果に基づく主な勧告事例は後記第７参照
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第５：証券取引等監視委員会の勧告・告発等の推移（２）

年度 ２１ ２２ ２３ ２４

勧告件数 ５３ ４５ ２９ ３７

年度 ２１ ２２ ２３ ２４

告発件数 １７ ８ １５ ７

●課徴金納付命令に関する勧告

●犯則事件の告発

主な勧告事例：公募増資に関連したインサイダー取引事案（次頁参照）

主な告発事例
オリンパス㈱に係る虚偽有価証券報告書提出事件（平成24年3月他）
ＡＩＪ投資顧問㈱による投資一任契約の締結に係る偽計事件（平成24年7月他）

（注）平成２５年１月末現在
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（注）ジャパン･アドバイザリー合同会社については、監視委は６月２９日に取引調査に基づき行政処分勧告を実施。これを受けて、関東財務局は同日同社に対して投資助

言･代理業の登録取消しの処分を実施。 

発行会社 
公募増資 

公表日 
主幹事証券会社等 インサイダー取引行為者 

課徴金勧告日 

（納付命令日） 
課徴金額 

〈参考〉 

ファンドの 

得た利得額 

〈参考〉 

違反行為の 

取引金額 

国際石油開発帝石
平成 22 年

７月８日 
野村證券 

（旧）中央三井ｱｾｯﾄ信託銀行

（（現）三井住友信託銀行） 

平成 24 年３月 21 日

（６月 27 日） 
５万円 1,455 万円 1 億 124 万円

日本板硝子 
平成 22 年

８月 24 日
ＪＰモルガン あすかｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

５月 29 日 

（６月 26 日） 
13 万円 6,051 万円 4 億 6,537 万円

みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙ 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

平成 22 年

６月 25 日
野村證券 

（旧）中央三井ｱｾｯﾄ信託銀行

（（現）三井住友信託銀行） 

５月 29 日 

（６月 27 日） 
８万円 2,023 万円 1 億 8,418 万円

東京電力 
平成 22 年

９月 29 日
野村證券 

ﾌｧｰｽﾄ･ﾆｭｰﾖｰｸ証券 

個人 

６月８日 

（審判手続中） 

1,468 万円 

６万円 

－ 

－ 

8,051 万円 

44 万円 

日本板硝子 
平成 22 年

８月 24 日
大和証券 ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ合同会社

６月 29 日 

（平成 25年 1月 8日）
37 万円 1,624 万円 5 億 4,178 万円

ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ 
平成 23 年

７月 11 日
野村證券 ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ合同会社

11 月２日 

（審判手続終結） 
12 万円 564 万円 3,041 万円 

重要事実 

の伝達 

発行会社
（上場会社）

主幹事証券会社等 機関投資家・ヘッジファンド等

引受部門

引受契約の
締結交渉 

営業・リサー
チ部門 

チ
ャ
イ
ニ
ー
ズ
ウ
ォ
ー
ル

重要事実を知りながら、 

公表前に株の空売り・売付け 

ファンド・マネージャー、トレーダー等

「公募増資に関連したインサイダー取引」の事案 

営業・リサー
チ部門社員 

（情報伝達者）

重要事実

を保有

公募増資 

（重要事実） 職務に関して
重要事実を知る

（参考１－１）
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（参考１－２）
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（参考１－２）
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（参考２－１：ＡＩＪ投資顧問事案）
○ 投資一任業務に関して、公益及び投資者保護上重大な法令違反行為等が認められる状況

（投資一任契約の締結の勧誘において、虚偽の事実を告知している行為等）

16

【事実関係等】

○ 当社は、投資一任契約を締結している顧客に対し、かかる投資一
任契約に基づく運用対象資産として当社が運用している外国投資信
託（以下「当該ファンド」という。）の買付けを指図しているが、顧客に
対して当該ファンドの各サブファンドについて虚偽の基準価額を算
出・報告していた。
虚偽の基準価額は、当社社長が自らの相場観に基づき決定した一
定の数値をもって算出し、当該ファンドの管理会社の取締役でもある
当社取締役から当該ファンドの販売証券会社に対して伝えられてい
た。
当社は投資一任契約の締結の勧誘について、少なくとも平成19年
10月以降、66の顧客に対し、販売証券会社と一体となって虚偽の基
準価額や当該基準価額に基づく運用実態が記載されたリーフレットを
配布し、投資一任契約の締結の勧誘を行っていた。

○ 当社は、金融商品取引法第42条の７第１項の規定に基づく運用報
告書の記載事項のうち、有価証券の価額について、虚偽の基準価額
を用いて記載をし、かかる運用報告書を顧客に交付していた。

○ 当社は、第22期事業報告書（平成22年１月１日から同年12月31日
の事業年度）において、平成22年12月31日現在の運用資産の総額に
ついて、当該ファンドの受託銀行の代理人が算出している各サブファ
ンドの基準価額等に基づかない虚偽の計数を記載し、かかる事業報
告書を関東財務局長に提出していた。

○ 当社は、顧客の財産の運用に当たって、著しく価値が毀損している
ことを知りながら自らが偽装した虚偽の基準価額をもって当該ファンド
を購入することを指図していた。
また、当社は、当該ファンドが出資している投資事業組合（当社社長
が実質的に支配）に解約請求に係る外国投資信託受益証券を虚偽
の基準価額で買い受けさせているなど、ファンドの財産を不当に流出
させていた。
このように、当社は投資運用業者として、権利者である顧客のため

忠実に業務を行っていないと認められる。

【留意点】

○ 投資一任業者は、運用を委託した投資者に対
して受託者責任を負っており、金融商品取引法
においても、忠実義務、善管注意義務、分別管
理義務等が課せられている。

○ 本件は、当社が運用している外国投資信託に
ついて、虚偽の基準価額を算出し、当該基準価
額を用いて投資一任契約の締結の勧誘や運用報
告書の作成等をしていたものであり、投資者保
護上、極めて悪質な行為である。

○ また、関東財務局長に虚偽の計数を記載した
事業報告書を提出する行為は、監督当局による
適切な監督事務の遂行を阻害する行為であり、
極めて悪質である。



（参考２－２）
ＡＩＪ投資顧問株式会社事案を踏まえた資産運用に係る
規制・監督等の見直し（案）（平成24年9月４日公表、抄）

１．第三者（国内信託銀行等）によるチェックが有効に機能する仕組み（「基準価額」や

「監査報告書」が国内信託銀行に直接届く仕組みなど）

●国内信託銀行によるファンドの「基準価額」「監査報告書」の直接入手、ファンドの

「基準価額」等の突き合せ（府令改正）

２．顧客（年金基金等）が問題を発見しやすくする仕組み（運用報告書等の記載内容の

充実など）

●運用報告書等の記載事項の拡充（法律・府令改正）・交付頻度の引上げ（法律・府

令改正）

●年金基金の「プロ成り」要件の限定（法律・府令改正）、等

３．不正行為に対する牽制の強化

●投資一任業者等による顧客に交付する運用報告書等の虚偽記載、勧誘の際の虚

偽告知、投資一任契約の締結に係る偽計に対する罰則の引上げ（法律改正）

４．投資運用業者等に対する規制・監督・検査の在り方の見直し

●事業報告書の記載事項の拡充、投資一任業者に対する監督の強化及び検査の

強化、検査・監督の強化のための体制整備（府令改正等）
17



業務の種別等 19 年度 20 年度 21 年度 22年度 23 年度 検査対象先数 

第一種金融商品取引業者 138 117 (20) 91 91 85 315 

登録金融機関 32 25 (4) 24 28 32 1,135 

投資運用業者 26 15 (6) 18 15 9 321 

投資法人 10 7 (1) 9 6 2 48 

信用格付業者 － － － － 0 4 7 

第二種金融商品取引業者 2 1 (1) 23 6 14 1,294 

投資助言・代理業者 21 58 (35) 44 36 40 1,108 

適格機関投資家等特例業務 
届出者 

0 0 (0) 1 2 6 3,218 

金融商品仲介業者 1 0 (0) 1 1 9 705 

自主規制機関 1 5 (2) 5 １ 0 12 

その他 2 0 (0) 0 0 1 

合  計 233 228 (69) 216 186 202 
検査対象業者数

約 8千社 

問題点が認められた業者等 121 112 (35) 123 101 85 

証券検査結果に基づく勧告 28 18 (4) 21 19 16 

(注１)  検査実施件数は着手ベース。  

(注２) 20 年度まで「事務年度ベース」7月～翌年 6月、21年度から「会計年度ベース」4月～翌年 3月。 

なお、20 年度（）内書きは「会計年度ベース」への移行のための 21 年度との重複期間（21 年 4 月～6 月）の件数である。 

(注３) 検査対象先が複数の業務の種別の登録を受けている場合は、主たる業務に着目して分類・計上している。 

(注４) 検査対象先数は、平成 24 年３月末時点のものである。また、複数の業務の種別の登録を受けている場合は、全ての業務の種別に計上している。 

(注５) 「問題点が認められた業者等」とは、検査結果通知書において問題点を指摘した会社等という。 

第６：検査実施状況等
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第７：平成24年度における検査指摘事項（１）

１．投資運用業者

⑴ 投資一任契約に係る善管注意義務違反

⑵ 異なる運用商品の運用実績値を表示する行為等

⑶ 投資一任契約締結に関し、忠実義務を果たすための内部管理態勢に不備が認められ
る状況

⑷ 純財産額が公益又は投資者保護のため必要かつ適当な金額を満たさない状況

⑸ 権利者から出資を受けた金銭を流用する行為
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○ 投資一任契約に係る善管注意義務違反

【事実関係等】

○ 当社において、下記のとおり、金融商品取引法第４２条第２項に
定める、善良なる管理者の注意義務に違反する状況が認められた。

① Ａ厚生年金基金との年金投資一任契約に基づく出資先である乙号
投資事業有限責任組合について、出資前の調査等が不適切な状
況

(1) 運用を委託された資産全額について、未公開株を投資対象と
する乙号組合に出資することが、運用方法として適合している
かどうかに関し全く調査・確認を行っていない。

(2) 乙号組合の運営者に関して十分な調査を実施していないほか、
乙号組合が投資する予定の未公開企業の実態等の把握が著しく
不十分である。

② 乙号組合に対する出資後のモニタリング等が不適切な状況

(1) Ａ基金に対する運用報告が不適切な状況

Ａ基金に提出した四半期運用報告書において、上場予定が白紙
となっている乙号組合の投資先未公開企業に関して十分な確認
を行わず、上場時期が確定している旨の内容を記載している。

(2) 乙号組合に対するモニタリングが不適切な状況

上場予定が白紙となった投資先未公開企業に対し、合理的な理
由なく追加投資が行われたことについて、適切な措置を講じな
かった。また、乙号組合への出資が妥当であるかについて定期
的に見直しを行う等のモニタリングを実施していない。

また、当社においては、上記の年金投資一任契約以外の一任契約
に基づく運用において、当社のグループ会社等で組成・販売等した
公募外国投資信託に関し、当該外国投資信託の管理会社との間で投
資一任契約を締結し、当該外国投資信託に係る投資判断を行ってい
るが、当該投資判断等について、善良なる管理者の注意義務に違反
した事例が認められた。

【留意点】

○ 本件は、年金基金の事務長（当時）が、特定のファンドに
投資するため、その意向どおりに投資する運用業者を選ん
で契約を締結する等、中心人物として本件を主導した案件で
あったが、投資運用業者において、善管注意義務を適切に
果たしていなかったものである。

○ 金融商品取引業者が投資運用業を行う場合においては、
金融商品取引法において、「権利者に対して善良な管理者
の注意をもって投資運用業を行わなければならない」と規定
されている。

○ 投資一任契約に基づく投資の決定に当たっては、顧客に
よる投資の適合性を把握することが重要であるが、当社にお
ける、左記事実関係に係る状況は、法令違反に該当する極
めて不適切な状況であった。当該投資により、顧客に多大な
損失が発生する結果となっている。

○ 今後とも、投資運用業を行う金融商品取引業者におい
て、投資対象を決定するに際し必要な調査が十分でない等、
権利者に対する善良な管理者としての注意義務に違反する
行為が認められた場合においては、金融商品取引法の目的、
精神に照らし、厳正に対処していく。

【指摘事例：１】
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○ 投資一任業者に係る善管注意義務違反について

【事実関係等】

○ 当社の投資一任業務における投資決定のための必要な調査等（以下「デューディリ
ジェンス」という。）の態勢を検証したところ以下のとおり、十分な調査等を行っていない状
況が認められた。

① 企業年金基金等との投資一任契約の締結に係る経緯
当社は、企業年金基金等からの依頼に応じ、投資一任契約を締結し、証券会社から
優先出資証券等を買付けている。
しかし、当該買付けに当たっては、投資一任契約の締結以前から、企業年金基金等と

証券会社との間で、投資対象の優先出資証券等及びその買付価格について交渉してい
るなどとして、当社は価格交渉に十分に関与していないほか、価格の妥当性の検証を
行っていないまま、証券会社からその価格を提示されている。

② Ａ優先出資証券の買付価格について十分な調査等を行っていない状況
当社は、Ａ優先出資証券について、同じ証券会社から、甲株式会社及び乙企業年金基
金（以下「両社」という。）に示された価格の提示を受け、買付けを行っている。
当社は、当該優先出資証券への投資に当たって、投資政策委員会において買付価格
の妥当性についての議論を行わないまま、両社が証券会社から提示されていた価格で
投資決定している。
このため、両買付けは、同じ証券会社からの受渡日が同一のほぼ同時期の買付けであ
るにもかかわらず、その買付価格には乖離が生じているが、当社は、証券会社から提示
された価格で買付けを行っている。
当社においては、上記の状況に関して、証券会社に確認を行うなどの検証を行っておら
ず、より良い価格で執行できるか等の確認も行っていない。

③ Ｂ優先出資証券を担保資産とするリパッケージ債の買付価格について十分な調査等
を行っていない状況
当社は、証券会社から、リパッケージ債の利回り等について、丙企業年金基金に示さ
れた条件の提示を受け、買付けを行っている。
しかしながら、当社は、当該リパッケージ債の利回り等の条件が、担保資産の価格等

に照らして妥当なものか否かについて検証を行っていない。
また、当社は、担保資産の価格が下落している状況を把握しているにもかかわらず、

証券会社に対して更なる利回り改善の余地について、十分な確認を行っていない。
さらに、当社は、最終買付決議を行うにあたり、当該リパッケージ債について、投資政策
委員会において、買付価格の妥当性についての説明・議論を行わないまま買付けを決議
している。

④ その他の投資対象資産の買付価格について十分な調査等を行っていない状況
当社は、上記②及び③以外の投資対象資産についても、価格交渉に関与しておら

ず、投資政策委員会においても買付価格の妥当性についての議論を行わないまま投資
決定し、証券会社の提示する価格のまま取引を執行している。

【留意点】

○ 監視委員会では、ＡＩＪ事件の発生等により、金融庁が投
資一任業者に対して実施した一斉調査の結果等に基づき、
投資一任業者への集中的な検査を実施しており、その一環
として、当社に対し検査を行ったもの。

○ 金融商品取引法上、金融商品取引業者が投資運用業を
行う場合においては「権利者に対して善良な管理者の注意を
もって投資運用業を行わなければならない」と規定されてい
る。

○ 市場性のある金融商品に対する投資の決定に当たっては、
顧客のためにより良い価格で執行することが重要であるが、
当社における、左記事実関係に係る状況は、法令違反に該
当する極めて不適切な状況であった。

○ 今後とも、投資運用業を行う金融商品取引業者におい
て、投資対象を決定するに際し必要な調査が十分でない等、
権利者に対する善良な管理者としての注意義務に違反する
行為が認められた場合においては、金融商品取引法の目的、
精神に照らし、厳正に対処していく。

【指摘事例：２】
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○ 顧客の勧誘に際し異なる運用商品の運用実績値を表示する行為等

【事実関係等】

○ 当社が投資一任契約の締結を勧誘するに際して使用している３種類の運用商品（「Ａ戦
略」、「Ｂ戦略」及び「Ｃ戦略」の３種類の戦略で運用するもの。）の顧客勧誘資料に、以下
のとおり、不適切な記載が認められた。

① 異なる運用商品の運用実績値を表示する行為等
当社は、Ａ戦略に係る顧客勧誘資料に記載した月次の運用実績値（以下「実績値」とい

う。）について、一部の期間において、Ａ戦略ではない他の運用商品にて運用を行ってい
る既存顧客の実績値を使用し、かつ、当該実績値を加工して表示していた。
また、当社は、他の期間においても、Ａ戦略に係る既存顧客の実績値を使用しているが、
当該実績値についても、実績値そのままではなく、加工して表示していた。

② 勝率等の数値に係る不適切な記載
当社は、Ｂ戦略に係る顧客勧誘資料において、当該運用商品の収益率を並べた表を

記載し、当該表を基に算出した勝率、累積リターン、年率リターン等を表示している。
しかしながら、当社は、当該勧誘資料において、一部の収益率については、シミュレー

ションに基づく数値（以下「バックテスト結果」という。）を記載しているにもかかわらず、そ
の旨を注記では明示していない。
また、当社は、勝率、累積リターン、年率リターン等の数値について、バックテスト結果

を記載した期間も通算して算出した数値を表示しているため、当該勧誘資料における各
数値は、実績値から大きく乖離したものとなっているが、バックテスト結果を記載した期間
も通算して算出している旨の注記をしていない。
当社はこのような顧客勧誘資料を、他の運用商品も含めた３種類の運用商品において、

少なくとも４７の年金基金に対して配付している。

③ 複数の既存顧客の実績値を混在させた不適切な記載
当社は、平成２４年２月に配付したＣ戦略に係る顧客勧誘資料において、Ｃ戦略の既存

顧客の実績値として月次の収益率を記載している。
しかしながら、当社は、当該実績値について、同一の既存顧客の実績値を記載せず、

複数の既存顧客の実績値を混在させて記載している。
なお、当社は、このような顧客勧誘資料を少なくとも２４の年金基金に対して配付してい

る。

【留意点】

○ 監視委員会では、ＡＩＪ事件の発生等により、金融庁が投
資一任業者に対して実施した一斉調査の結果等に基づき、
投資一任業者への集中的な検査を実施しており、その一環
として、当社に対し検査を行ったもの。

○ 金融商品取引業者等においては、投資者の保護に欠け、
若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を
失墜させる行為として、「金融商品取引契約の締結又はその
勧誘に関して、虚偽の表示をし、又は重要な事項につき誤解
を生ぜしめるべき表示をする行為」が禁止されている。

○ 当社における、左記事実関係に係る状況は、法令違反に
該当する極めて不適切な状況であった。

○ 今後とも、金融商品取引契約の締結又はその勧誘に関
して、虚偽の表示をする行為等、金融商品取引業者等の禁
止行為が認められた場合においては、金融商品取引法の目
的、精神に照らし、厳正に対処していく。

【指摘事例：３】



第７：平成24年度における検査指摘事項（２）

２．投資助言・代理業者

⑴ 無登録業者に対し投資助言業務を委託している状況
⑵ 無登録で集団投資スキーム持分・投資信託に係る私募の取扱いを行っている状況
⑶ 著しく不当な勧誘を行っている状況
⑷ 業務の運営の状況に関し、投資者保護上重大な問題が認められる状況
⑸ 著しく事実に相違する表示のある広告をする行為
⑹ 前回検査指摘事項に対する履行が不適切な状況
⑺ 業務の方法の変更届出未済等
⑻ 標識の未掲示
⑼ 説明書類の未縦覧
⑽ 法定書面に係る不備等
⑾ 広告記載事項の不備
⑿ 金融商品取引契約の解除時における前払報酬の過少返還
⒀ 顧客の損失の一部を補てんするため財産上の利益を提供する行為
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第７：平成24年度における検査指摘事項（３）

３．第一種金融商品取引業者

⑴ 法人関係情報に関する管理について不公正取引の防止を図るために必要かつ適

切な措置を講じていない業務運営状況及び法人関係情報を提供した勧誘行為等

⑵ 純財産額及び自己資本規制比率が法定の基準を下回っている状況等

⑶ 顧客区分管理必要額を運転資金等に流用している状況

⑷ 支払い不能に陥るおそれのある状況

⑸ 報告徴求命令に対する事実と異なる報告

⑹ 損失の補てん及び利益の追加のために財産上の利益を提供する行為等

⑺ 業務運営に関し重大な問題が認められる状況

⑻ 顧客に必要証拠金の不足額を預託させることなく、ＦＸ取引に係る契約を継続する
行為
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《続き》
⑼ 金融商品取引契約の締結又はその勧誘に関して、重要な事項につき誤解を生ぜ
しめるべき表示をする行為

⑽ 上場優先出資証券の相場を変動させることにより実勢を反映しない作為的なものと
なることを知りながら当該優先出資証券に係る買付けの受託等をする行為

⑾ 実勢を反映しない作為的相場を形成させるべき一連の有価証券の売買取引の受
託を防止するための売買管理が十分でないと認められる状況等

⑿ 電子情報処理組織の管理が十分でない状況

⒀ 信用取引にかかる保証金の不適切な取扱い

⒁ 自己資本規制比率の算出誤り等

⒂ 機微情報に係る管理態勢の不備

25
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○ 法人関係情報に関する管理について不公正取引の防止を図るために必要かつ適切な措置を講じていない
業務運営状況及び法人関係情報を提供した勧誘行為等

【事実関係等】
○ 当社においては、以下のとおり公募増資案件に係る法人関係情報の管理
について不公正取引の防止を図るために必要かつ適切な措置を講じてい
ない業務運営状況及びそのような状況のなか法人関係情報を顧客に提供
して勧誘する行為が認められた。

① 法人関係情報に関する管理について必要かつ適切な措置を講じていな
い業務運営状況

(1)コンプライアンス態勢に係る問題

内部管理部門役職員が、法人関係情報の管理態勢の適正性を過信し

ていたことなどから、(2)から(4)のとおり、内部管理部門の牽制機能

が十分に発揮されていない状況が認められた。

(2)チャイニーズ・ウォールを越えた情報の伝達

営業部署の職員は、恒常的に公募増資案件に係る情報を保有する他

部署から、積極的に情報を取得し、営業に活用することが常態化して

いた。

(3)セールス側から社内アナリストへの積極的な情報取得

営業部署の職員は、社内アナリストに執拗に接触を行い、公募増資

案件に係る法人関係情報を積極的に取得していた。

(4)営業部署内での情報共有

営業部署内において法人関係情報の共有が行われた。

② 法人関係情報を顧客に提供して勧誘する行為及びその他不適切な業務
運営状況

当社Ａ部長は、甲社株式の公募増資案件に係る法人関係情報を入手し、

部下のＢ課長とともに、顧客に対し、当該情報が公表される以前に、当

該情報を提供し甲株式の売買及び公募新株式の取得申込みの勧誘を行っ

たと認められた。

また、その他にも公募増資案件に係る法人関係情報を顧客に提供して

勧誘した可能性が高い複数の事例が認められた。

当社経営陣は、上記の実態を把握していなかったという点において、

法人関係情報に関する実効的な管理・監督が十分行われておらず、経営

管理態勢は十分なものではなかった。

【留意点】

○ 監視委員会では複数の公募増資案件に係る機関投
資家のインサイダー取引に関して平成24年３月から５
案件で課徴金を勧告。これらの事案において金融商品
取引業者から法人関係情報が提供されていた可能性
が疑われたことから特別検査を実施。

○ 証券会社においては、市場のゲートキーパーとして
市場の公正・透明性の確保が求められているところで
あり、金融商品取引法等の法令において、

①法人関係情報に係る厳格な管理の義務付け

②有価証券の発行者の法人関係情報を顧客に対

し提供して勧誘する行為の禁止

が規定されている。

○ 当社における、左記事実関係に係る状況は、金融
商品取引法等の法令違反に該当する極めて不適切な
状況であった。

○ 今後とも、法人関係情報の管理態勢等に不備が
認められた場合等、金商業者等としての責務を果
たしていない状況においては、金融商品取引法の
目的、精神に照らし、厳正に対処していく。

【指摘事例：１】
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○ 顧客区分管理必要額を運転資金等に流用しているなど公益及び投資者保護上著しく不当な行為が認められる状況

【事実関係等】

① 純財産額及び自己資本規制比率が法定の基準を下回っている状況

当社は、検査基準日（平成24年11月28日）現在、預金勘定に214百万円

を計上しているものの、実際は、うち200百万円は存在しておらず、真正

な預金残高は14百万円となっている。

真正な預金残高等を踏まえた検査基準日現在の純財産額は、法定の額

（５千万円）に満たない額となっているほか、自己資本規制比率について

も、法定の比率を著しく下回る状況となっている。

② 当局に対する虚偽報告

当社は、関東財務局長からの報告命令（以下「報告徴求命令」とい

う。）に対して、220百万円の預金残高がある旨を記載した虚偽の報告書

を提出し、報告徴求命令に基づくモニタリング調査においても、虚偽の

報告をしていた。

③ 顧客区分管理必要額を運転資金等に流用している状況

(1) 顧客区分管理必要額の信託不足

今回検査において、顧客区分管理必要額の算定根拠となる顧客から

の預り金（以下「顧客預り金」という。）を確認したところ、116百

万円の信託不足が発生している。

(2) 区分管理すべき顧客資産を運転資金等に流用している状況

上記⑴において、当社Ａ取締役は、当社会長から指示を受け、平成24

年８月31日以降、部下に指示の上、数度に亘り顧客区分管理信託額から取
り崩し、125百万円を貸付金（立替金）や当社の運転資金等に流用してい
る。

日々の顧客区分管理必要額の算定時は、顧客預り金を過少に計上するこ
とで、顧客区分管理必要額を過少に算定し、余剰額（本来の顧客区分管
理必要額との差額）を運転資金等として費消している。

④ 支払い不能に陥るおそれのある状況

当社における今後の収入、支出見込み額を踏まえると、平成24年12月25
日には支払不能の状況になる。

【留意点】

○ 金融商品取引業者は、金融商品取引法等の法令を厳格
に遵守し健全かつ適切な業務運営を遂行するとともに、財
務の健全性確保に努めることが求められている。

○ 特に、第一種金融商品取引業者については、投資者保護
に万全を期す観点から、

・ 財務の健全性を確保するため、純財産額や自己資

本規制比率を維持する義務

・万一の破綻時において、金融商品取引業者に財産を預

けている顧客に被害が及ばぬよう、厳格に区分管理す

る義務

が規定されている。

○ 当社における左記事実関係に係る状況は、法令違反に該
当する極めて不適切な状況であり、さらに、金融商品取引
業者が、監督当局による報告徴取命令に対して、事実と異
なる報告を行うことは、監督当局における金融商品取引業
者の業務状況の把握を困難ならしめる等、極めて悪質な問
題である。

○ 今後とも、本件のような事実が認められた場合には、迅速
かつ厳正に対処していく。

【指摘事例：２】



【事実関係等】

○ 当社は、平成２３年２月、東海財務局長（以下「当局」と い
う。）から、当社営業員に法令等に反する行為が認められたと
して金融商品取引法第５６条の２第１項の規定に基づく報告徴
取命令を受け、当該法令等違反の再発防止のための改善・対
応策等（以下「改善・対応策」という。）をとりまとめた報告書
（以下「報告書」という。）を、同年３月、同年６月、同年９月に当
局に提出しているが、今回検査において、報告書の内容を検
証したところ、以下のとおり事実と異なる報告を行っていたこと
が認められた。

１．報告書においては、平成２２年５月開催の営業・コンプラ
イアンス会議で指示した面談基準に該当する顧客に対し顧客
面談を実施したとする改善・対応策について、実施内容を「対
象者１６４名、面談済み１６４名」としているが、実際には、当該
会議で指示した面談基準に該当する対象者は２８４名であり、
顧客面談を実施済みの者は１８５名であった。

２． 報告書においては、証券担保ローン利用顧客に対して当
社代表取締役社長（以下「社長」という。）が半年に１回面談を
実施するとした改善・対応策について、社長が対象者５名に対
し面談を行ったとしているが、実際には、社長が面談した顧客
は１名であった。

当社は、当局による報告徴取命令を受けた改善・対応策の
実施及び報告書作成の業務を全て内部管理統括責任者に担
当させていたが、他の社員による検証等や経営陣における改
善・対応策の実施の確認、検討が行われておらず、会社として
牽制が機能していない状況にあり、当社における金融商品事
故等の防止態勢は極めて不十分である。

【留意点】

○ 金融商品取引業者は、金融商品取引法等の法令
の遵守は当然であるが、それに加え、監督当局によ
る金融商品取引業に関し法令に基づいてする処分
についても適正に対応することが求められている。

○ こうした観点から、当局の報告徴取命令に対して、
事実と異なる報告を行うことは、監督当局における
金融商品取引業者の業務状況の把握を困難ならし
め、極めて悪質である。

○ また、金融商品取引業者は、投資者保護の観点か
ら、金融商品事故等を防止するために、会社として
の牽制機能を構築し、役職員に対する法令等遵守
意識の構築に向けた取組み等を通じた内部管理の
充実・強化が求められる。

○ 今後とも、金融商品事故等の防止の取組みに対す
る経営陣の関与を含めた牽制機能の発揮や、再発
防止策に係る監督当局の報告徴取命令への対応
状況について不備が認められた場合には、厳正に
対処していく。

【指摘事例：３】

○ 報告徴取命令に対する事実と異なる報告
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○ 業務運営に関し重大な問題が認められる状況

【事実関係等】

○ 当社は、インターネットを経由した通貨関連店頭デリバティブ取引を
主たる業務としており、当社の米国籍のグループ会社（以下「外部委
託先」という。）が提供するシステム（以下「ＦＸシステム」という。）を使
用して業務を行っている。

イ システムの管理及び運用状況に重大な問題が認められる状況

当社は、システム障害発生時に必要な対応手順及び手段を具体的
に定めておらず、また、ＦＸシステムの管理及び運用についても、金融
商品取引業者として、その業務の根幹をなすＦＸシステムの基本的な
内容すら把握していない状況にある。

更に、当社では、システム障害を含む様々なシステム上の問題（以
下「システム上の諸問題」という。）が繰り返し発生しており、このなか
には発生原因が把握されていないものも認められている。当社は、こ
うしたシステム障害への対応について、外部委託先の調査結果をそ
のまま受け入れるのみであり、システム障害が顧客に与える影響や
その発生原因について主体的に調査・検証を行っていないなどの状
況にある。

したがって、当社では、今後も同様のシステム上の諸問題が発生す
る可能性が十分にあり、顧客取引に影響を与えかねない状況となっ
ているものと認められる。更に、当社において重大なシステム上の諸
問題が発生した場合、当社で適切に対応することは困難な状況と
なっているものと認められる。

ロ 顧客対応が杜撰な状況

上記イのとおり、当社においては、システム上の諸問題が繰り返し
発生しているが、当社は、システム上の諸問題に係る顧客対応につ
いて、顧客からの照会・苦情があったものについてのみ対応し、他の
関係する顧客に対し必要な対応を取っていない事例等が認められた。

このように、当社は、システム上の諸問題等に伴う顧客対応につい
て主体的に取り組んでおらず、関係する顧客に対し必要な対応を
取っていないものが多数認められ、本来であれば訂正処理等を行う
べき顧客取引を放置しているなどの状況が認められた。

【留意点】

○ 金融商品取引業者は、その業務の特性を十分に
認識したうえで、その特性に応じた業務管理態勢及
びシステム管理態勢の整備を行うことが求められて
いる。

○ しかし、当社は、インターネットを経由したＦＸ取引
を主たる業務としているにもかかわらず、ＦＸシステ
ムについて基本的な内容すら把握していないなど、
当社のシステム管理及び運用の状況は極めて不適
切である。

○ また、システム上の諸問題等の発生時における顧
客対応も主体的取組みに欠け、著しく杜撰な状況が
認められることは、投資者保護上、重大な問題であ
る。

○ 今後とも、金融商品取引業者の特性に応じ、シス
テムの管理及び運用状況については、重点的に検
証していく。

【指摘事例：４】



第７：平成24年度における検査指摘事項（４）

４．登録金融機関

⑴ 証券事故の該当性を検討する態勢が整備されていない状況

⑵ 契約締結時交付書面の交付が遅滞している状況

⑶ 「疑わしい取引の届出」の未提出

⑷ 店頭デリバティブ取引に係る中途解約精算金の試算額を説明していない状況

⑸ 顧客の注文を適切に発注する体制が整備されていない状況

⑹ 登録事項の変更届出が行われていない状況

⑺ 誤った事業報告書が提出されている状況

⑻ 個人情報の漏洩、滅失等の防止を図るために必要かつ適切な措置を講じていないと認
められる状況

⑼ 反社会的勢力との取引遮断のための体制が不十分な状況
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第７：平成24年度における検査指摘事項（5）

５．第二種金融商品取引業者

⑴ 本人確認等義務違反

⑵ ファンドの契約の締結又はその勧誘に関して、顧客に対し虚偽のことを告げる行為

⑶ 自己の名義をもって、他人にファンド持分の取得勧誘を行わせている状況

⑷ ファンドに関し、著しく不当な行為を行っている状況

⑸ 事実と異なる内容により登録を受けている状況

⑹ 特定投資家に係る告知義務違反

⑺ 業務の内容・方法等に変更があった場合の届出未済

⑻ 分別管理が確保されていない状況で私募の取扱いを行う行為
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第７：平成24年度における検査指摘事項（6）

６．適格機関投資家等特例業務届出者

⑴ 金融商品取引契約の締結又はその勧誘に関し、顧客に対して虚偽のことを告げる行
為

⑵ 組合事業の目的外となる資金の貸付け及び組合資金の流用等

⑶ ファンド出資金の流用

⑷ 第二種金融商品取引業及び投資運用業に係る無登録営業
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